社会教育主事養成課程改正時における形成的な民主主義の考察 -「省察的実習」のための研究ノート- by 平川,景子
はじめに
社会教育主事養成課程改正時における
形成的な民主主義の考察
-「省察的実習」のための研究ノートー
平川景子
社会教育主事講習等規定 (1951年）が改訂され、 2020年から新しいカリキュラムが施行
される。規程の制定から 70年ぶりとも、 1987年の規定改訂（社会教育実習の導人）から
30年ぶりともいえる大改革である。とくに「社会教育実習」（以下「実習」）の 1単位必修
化などにより、社会教育主事課程自体を閉鎖する大学が出ていると聞く。大学は岐路に立
たされている、という実感は、明治大学のような大規模私大においても身に迫るものがある。
筆者は 1999年に明治大学で社会教育実習を担当するようになった 1。「実習」を担当する
にあたっては〈兼任講師には負担が大きく、また大学の社会的責任が表立つ科目なので、
専任教員が担当すべき〉という認識であった。カリキュラム上の意味などは教員としてあ
まり意識せず、選択必修科目にもかかわらず 15~ 6名もいた履修学生が、つつがなく実習
を終わらせることがH標だった。しかし、担当教員＝人で一か所の実習先につき依頼とお
礼の2回のあいさつに行き始めると、「『実習」は現場と大学をつなぐものだ」という認識
を持ち始めた。大学教員にとっては一特に私は研究上、多様な実践を知らなかったので一、
現場訪問に加え学生の報告から各地の豊かな実践の現実を認識することになった。他方で、
実習先は学生や教員との対話や年報に掲載する学生の実習報告を通じて、大学での職員養
成について認識していることがわかり、学生を媒介とする双方向のコミュニケーションが
意識されてきた。
その後明治大学では、 2012年に「社会教育演習」（以下「演習」）を新設、生田キャンパ
スを拠点に学生と小学生が半年間プロジェクトに取り組む「登戸探求プロジェクト」とい
う授業を始めたc 実習系科Hが2科目になり、「実習」は施設・機関での現場実習、「演習」
は学生によるプロジェクトの企画・運営、ということになった。福井大学の「探求ネットワー
ク」をモデルに、学生のプロジェクト遂行型の授業により、学生が1年を通じた実践を経
験できるような授業をしたいと考えたのであった。
このように実習系科Hを拡大したのだったが、その後、資格課程全体において履修者数
が減り＼「実習」も 7~8人とかつての半分ほどになってしまった。「演習」は履修者が2
~5人程度で推移し、子どもたちとのかかわりを大事に思う卒業生や単位既得者、自由参
加の学生が支えている。
l 明治大学に社会教育主事課程が設置されたのは 1989年、社会教育実習を開講したのは 1991年。
2 原因の一つとしては、民間企業での売り手市場の学生就職状況があると考えている。
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履修者が少なくとも「実習」・「演習」を開講する意味について、ここ数年、問い直し続
けている。その上、今回のt.事講習等規定の改定で「実習」が1単位必修化することになっ
た。社会教育主事課程とは何か、「実習」-;演習」はその中でどのような意味を持つのか、
学内的に問い直しが必要になっているcさらに学外との関係では、とくに「登戸探求プロジェ
クト」について 7年間、協働していた多摩市民館から打ち切りを通告され、またある研究
者から厳しい批判の言業があった。
本論は、このような〈岐路〉にある「実習」・「演習」の授業運営を前に、フレーム・リ
フレクションを得たいという意思で試みた研究ノートである。これまでに担当教貝として
「実習」・「演習」についてたびたび省察してきたが、教員としての自分の認識自体もとらえ
なおす必要がある。そのためには、社会教育行政をめぐる規制緩和の議論、専門職養成に
おける大学の役割など、大きな枠組みを不問に付すことはできない。本論は、そうした枠
組みと大学教育として取り組む実践（「実習」・「演習」）との間を往還し始める、最初の一
歩として描いたものである。
1 学習者と学習支援者の関係をとらえる枠組み
2010年代に入って、社会教育行政の在り方、 t尊物館・図書館など社会教育施設の所管、
社会教育主事の在り方について、中央教育審議会の生涯学習分科会等で議論されている。
この中で本稿では、社会教育行政と社会教育職員の「在り方」の問題が並行して検討され
ていることに注目する。社会教育行政については首長部局への移管をめざす規制緩和の議
論があり、他方で専門職としての社会教育主事養成の見直しの議論がある。これらの異な
る政策に見えることがらについて、国家と国民の関係、自由と民主主義の議論の歴史を手
がかりに考察する。
(1)社会教育行政と社会教育職員の制度再編
すでに一部の自治体では、社会教育行政の教育委員会から首長への事務委任や、首長部
局の職員による補助執行が行われている。また全国市長会からは「社会教育主事の必置義
務の撤廃」を求める要望 3が出されている。さらに、内閣総理大臣が開催する「教育再生実
行会議」において教育委員会制度の抜本的改革等についての提言4があり、これをうけて中
央教育審議会教育制度分科会での議論が行われている。教育委員会制度改革、社会教育行
政の首長移管、社会教育主直の必置義務撤廃は、教育基本法・社会教育法による「規制」
の緩和を求める路線である。これについて、 2010年代以降の中央教育審議会答申と関連の
政策文書を検討し、政策の内容と背景を検討する。
3 全国市長会「さらなる『基礎自治体への権限移譲』及び『義務付け・枠付けの見直し』について［提案）」 2012I 
年7月
4 教育再生実行会議「教育委員会制度の在り方について（第二次提言）」 2013年4月
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① 社会教育行政の首長部局移管問題
第6期中央教育審議会生涯学習分科会の「議論の整理」 5では、社会教育行政の今後の
方向性をネットワーク型行政の推進を通じた「社会教育行政の再構築」とした。そして、
1998年および2008年の生涯学習審議会答申において提言されている「ネットワーク型行政」
について、「従来の国前主義1から脱却し、小中学校等への支援や社会教育施設間の連携
の強化のみならず、首長部局や大学等・民間団体・企業等とも自ら積極的に効果的な連携
を仕掛け、地域住民も一休となって協働して取組を進めていく」ことであるとした。「「自
前主義］からの脱却」という言葉によって、社会教育行政と教育委員会以外の部局や行政
以外のアクターとの連携を強調したことから、社会教育行政の専管する役割を縮小し首長
部局移管を容認するものではないかとの疑念・批判があった。
第7期中央教育審議会生涯学習分科会が設置した「社会教育推進体制の在り方に関する
ワーキンググループ」の「審議の整理」 6では、教育委貝会制度の趣旨を「(1)政治的中立
性の確保、 (2)継続性・安定性の確保、 (3)地域住民の意向の反映」にあるとしつつも、
社会教育行政は「学校教育に比べると政治的中立性に留意する必要性は薄」いとする見方
を紹介していふ社会教育では成人の学習活動が多いので、学校教育よりも政治的中立性
に留意する必要は薄い、ということであるが、基礎教育と成人の学習を分かつ考え方は妥
当だろうか。また、成人の学習と、政治的な課題・立場、それを選択する自由について、
どのように考えたらよいのであろうか。
さらに同文書は、「地域づくり• 福祉・男女共同参[lb}・ 青少年健全育成など首長部局との
関係も深く、・・・首長において所管する方が…相乗効果を上げることが期待できる」との見
方を示し、社会教育行政の首長移管の可能性を相当に認めている。
2018年8月に、文部科学省組織図 7において、生涯学腎政策局・社会教育課・青少年教育
課・男女共同参画学習課を廃止、地域学習推進課・共生社会学習推進課への再編が示されたc
長澤成次は、現行法体系の中に「地域学習」という概念がないこと、地教行法改正時に文化・
スポーツ施設や事務が首長部局で行われている実態を追認する事態があったことなどを指
摘して、文科省の組織改組問題について「所管問題を取り上げる国の動きは、社会教育施
設を教育委員会の所管からはずすための議論」であり、自治体の「教育委員会制度そのも
のが問われている」と批判している（長澤： 2018、3:3)。
② 社会教育主事の職務と学習者との関係
一方で社会教育主事制度については、「審議の整理」は、設置率．社会教育主事数の低下
などの問題点をあげ、さらに全国市長会から「社会教育主事の必置規制の廃止の要望」が
出されたことを確認しつつも、「引き続き必慨を原則とすることが望ましい」とした。また、
「今後の社会教育主事に必要な資質・能力」として「コーデイネート能力、ファシリテーショ
ン能力、プレゼンテーション能力」などをあげ、従来の社会教育主事講習等規定のカリキュ
5 中央教育審議会生涯学習分科会「第 6期中央教育審議会生涯学習分科会における議論の整理」 2013年 1月
6 社会教育推進体制の在り方に関するワーキンググループ「社会教育推進体制の在り方に関するワーキンググルー
プにおける審議の整理」 2013年9月
7 文部科学省「総合的な教育改革を推進するための機能強化イメージ（案）」 2017年8月
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ラムにはなかった学習支援の力を求めている。
、 さらに「審議の整理」は、社会教育主事の職務について、 3つのアプローチを示している。
まず社会教育法の文言に依拠して、社会教育を行う者に対して「専門的技術的な助言指
導を通じて、可能な限り、住民が地域で主体的に教育・学習活動に取り組むことができる
よう条件整備を行い、奨励、援助を行う」こと。〈助言指導〉的職務としよう。
次に具体化した学習支援の中身として、「地域の学習課題やニーズの把握・分析、地域の
社会教育計画の立案やそれに基づいて学習プログラムの立案、地域人材の育成、学校教育
と社会教育との連携の推進相談など」。〈学習支援〉的職務である。
3つ目に「今後、ネットワーク型の行政を展開していく中で社会教育主事が果たすべき
役割は、社会教育行政の全体計画をたてそれぞれの自治体の総合計画や教育計画に位置付
けること、また、それらを達成するために地域の課題や状況を把握し、地域活動の組織化
支援を行うとともに、地域の教育資源を結びつけていくことにある」としている。〈行政計
画立案と地域活動組織化〉の職務である。
「審議の整理」では、これらの職務は「非常に広範多岐にわたっている」ことから「一人
の社会教育主事があらゆる分野で専門性を発揮することは実際上困難となりつつある」と
の認識も示されている。たしかに社会教育主事の数が減少している中でこれらの職務を担
うことは困難に思われるが、職務が広範で多岐という問題だけではなく、社会教育主事に
ついては、学習者と社会教育職員の関係を改めて確認する必要があるのではないか。「助
言と指導」と「学習支援」が職務の中に並列しているが、その意味するところには大きな
違いがある。「助言と指導」が社会教育法第9条の 2設置時 (1951年）の言葉とすると、
2000年代以降に使われている「学習支援」という言葉とは半世紀の時差がある。その間に、
社会教育法は何度も改正されており、社会情勢の変化からその法律と文言を読み取る側の
意識も変わっている。自治体に社会教育の専門職員を置くとき、学習者との関係において、
どのような関係・役割が求められるのだろうか。
(2) 「社会教育職員不要」論と自由をめぐる議論
前項までに、とくに「審議の整理」を取り上げ、社会教育行政と社会教育職員の「在り方」
に関する議論を検討した。社会教育行政の首長部局への移管がさらにすすめられる方向性
の一方で、社会教育主事は「教育委員会必置」「養成の見直し」をあげて制度の堅持がめざ
されている。このように所管問題と職貝問題は、規制緩和についていえばアクセルとブレー
キを同時に踏んでいるような状態ともみることができるが、背景にどのような議論がある
のだろうか。
これを検討するために、〈学習者と職員の関係〉と〈社会教育職貝の役割と力量形成〉と
いうことを手掛かりとする。
① 「社会教育の終焉」論
〈学習者と職員〉の関係について「不要」と断じたものに、1980年代の松下圭ーによる「社
会教育の終焉」（松下： 1986)論がある。先に触れた規制緩和を求める意見について個別に
詳細に検討していないが、「社会教育の終焉」論はそれらの背景にあると考えられる。松下
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圭ーは、教育とは「未成年への文化同化としての基礎教育を意味する」ので学校教育のみ
をさすのであり、成熟した市民社会においては、社会教育も、職員による「指導・助言」
も不要であるとする。さきの「審議の整理」で、社会教育は「学校教育に比べると政治的
中立性に留意する必要性は薄い」とする議論がなされていたことが想起されるように、子
どもと大人を分かつ論理である。松下の「文化同化」を求められる論理において、未成年
には文化的主体性が認められないのかと疑問が残る。
ここで松下が参照するのは、日本の近代化と個人の立身出世を支えるシステムとしての
「教育発想」が「日本型国家イメージに対応して」官治性・無謬性・包括性をその構造特性
としてきた（同前： 6) という歴史認識である。これにより戦前・戦中の日本の社会教育は
「国民教化」をめざすことになったのであり、そうした認識に立てば、・戦後の市民社会にお
いては社会教育も職員も不要である、とするc
松下の批判の焦点は、社会教育職員（社会教育主事・公民館主事など）である。職貝必
置とする公民館に対し、コミュニテイセンターは職員を置かない市民自治による集会施設
であり、市民文化活動が成熟したこんにちにおいて〈職員不要〉であることを指摘する。
職員の役割について松下は「たとえば、社会教育行政理論家たちは、公民館職員にプラン
ナー、コンサルタント、コーデイネイターあるいはコミュニティ・ワーカーであることを
求めている。だが市民の文化水準の上昇をみ、さらに問題関心の専門分化がはげしい一つ
まり市民文化活動の多様化・高度化の著しい今日、公民館職員にこのような在り方を求め
ること自体、今Bなお農村型社会でのムラを想定しているか、それとも社会教育行政をふ
くめて自治体職貝全般に不可能であるばかりではなく、本来あり得ない全能性を要求して
いるにすぎないといわざるをえない」（同前： 52) とする。
「ありえない全能性」ということでいえば、現在の地方公務員一般行政職のジェネラリ
スト養成も同様か、それ以上であろう。一般行政職は、配置された分野の専門性を培う時
間もないままに、 3年程度の短期で、領域も全く異なる分野に次々と異動させられている。
また見方を変えて、人々が公共的に課題を解決するために自治体に職員を置くのだとすれ
ば、教育や福祉など隣接領域で重なり合う職務が必要とされるのは起こりうることで、む
しろ専門分野に閉じこもる「タコつぽ」化こそ否定される。歴史的にはたとえばセツルメ
ント運動が分野を超え生活者とともに課題解決を目指してきたし、今日でも「ワンストッ
プ」をめざす自治体職員の取り組みは少なくない。こうした状況に対し、職員の専門性を
否定する松下は〈ゆえに成熟した市民が求められる〉と考えるかもしれないが、本論では
この問題を、〈学習者と職員の関係〉〈職員の「専門性」の形成過程〉の問題として考える。
すなわち、民主主義社会における専門職の役割を考えるとき、社会教育を含めて専門分化
された現代社会と、それを民主的な手続きをふまえて制御しようとするシステムが形作ら
れる、いわば第一層としての人々の営みがある。実習生はここに身を置くことによって〈学
習者と職員の関係〉、人々の自己変革・社会変革とそれを専門的に支えようとする人々の営
みの関係を間近に見ることになる。この第一層は、第二層としての〈職員の「専門性」の
形成過程〉、すなわち学生自身が身を置いている大学の養成課程や、さらに経験を蓄積した
職員たちの共同的な研修やスーパーバイズなどと深く関係している。本稿はこうした関係
を構造的にとらえようとするための素描である。
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社会教育職員は戦前からの継承だから〈オシエル〉もので、成熟した市民社会にそれは
存在しないといえるのだろうか。本稿では固定的な関係のとらえ方ではなく、人々の価値
観や判断が社会の中で培われてくる過程と、それを支える人々の働きかけの動的なかかわ
りのあり方に焦点を当てようとする。
さらに松―ドの「今Hなお農村型社会でのムラを想定している」とする批判においては、
国家が国民を「オシェ・ソダテル」構造が官治・集権型国家として否定され、自治・分権
型同家が志向されている。松下は、成人については社会教育• 生涯学宵ではなく「市民文
化活動」「成人の自由な選択による文化活動」（同前： 115)であるとする。このように〈職
員不要〉論は、国家と市民の関係、自治と分権、市民の自由をめぐる問題として提起され
ている。
② 自由をめぐる議論と形成的民主主義
これと同じ枠組みを、マイケル・サンデルがアメリカの公共哲学をあとづける際に、「リ
ベラルな自由」の立場の主張として説明している。「われわれの生活を律する公共哲学の中
心思想は、自由とはみずからのH的をみずから選ぶ能力にあるというものだ。政治が国民
の人格を形成したり、美徳を涵養したりしようとするのは間違っている。そんなことをす
れば、 l道徳を法制化する」ことになりかねないからだ。政府は、政策や法律を通じて、善
き牛に関する特定の考えを支持してはならない。そうではなく、中立的な権利の枠組みを
定め、その内部で人々が自分自身の価値観やH的を選べるようにすべきなのだ。」（サンデル：
2011、21)このような「リベラルな自由」の考え方は、それ以前の共和主義的政治理論にとっ
てかわったものである。共和主義的政治理論は「自由は自己統治の分かち合いに支えられて」
おり、帰属意識、全休への関心、コミュニティとの道徳的つながりを必要とする。アメリ
カ社会において自由とは何かをめぐる議論について、産業構造、企業規模、科学技術の発
達などの変化を迎えながら、政治による経済のコントロールを行うか否かの議論が積み重
ねられてきた。
この自由をめぐる議論の歴史においてサンデルは「形成的」という言葉を使っている。
セオドア・ローズヴェルトは、産業の発展に伴って大企業が登場するのは避けられず、大
企業を規制する役割としての連邦政府の役割が強化されねばならないと考えた。一方でア
メリカ国民の自己認識の拡大を求めたのであり、彼の主張した「ニュー・ナショナリズム
とは制度改革のプログラムである以上に、新たな国民意識を育もうとする形成的なプロジェ
クトだった」（同前： 31)。しかし、この共和主義的自由には「強制というリスクが絶えず
付きまとう」（同前： 41)。
形成的プロジェクトに対するリベラル派の反論として「自由を自己統治の遂行から切り
離し、代わりに、人間がみずから目的を選ぶ能力であると考えれば、市民道徳の形成とい
う難しい課題を最終的に避けられる」（同前： 47)。これによってケインズ経済学は「善き
社会をめぐって賛否の分かれる見解の一つを選ぶことなく、政府が経済をコントロールす
る方法を示した。それ以前の改革者がある種の市民をはぐくむ経済のしくみを探求してい
たのに対し、ケインズ主義者が形成的な使命を背負うことはなかった」（同前： 34)。先の
松ード圭一の論理、すなわち国家による社会教育を否定し「成人の自由な文化活動」を志向
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する論理は、新たな国民意識の形成を政府の課題としない、リベラル派の自由の論理と共
通していると考えられる。
「善き社会をめぐって賛否の分かれる問題」についての国家による介人・強制の否定の論
理で言えば、筆者自身が、戦後の家庭教育政策を概観して「家庭教育への国家介入」と「母
親役割の強制」を問題としてとらえ、政策としての家庭教育を否定している（平川： 2018、
2l)o筆者は政治的な立場を表明しているが、本稿において検討しているのはそのことの当否
ではなく、志向される価値や目的とする社会の在り方が多様に存在するとき、人々の自由は
どのように考慮され、社会の創造はどのようなプロセスで達成されるのかという問題である。
つまり、家庭教育政策についての自分の認識を否定するものではないが、この議論は「その先」
をどう展望するかという問題にかかわってくる。松下のいう「国民教化」あるいはサンデル
の国家による「押し付け」「強制」以外に、社会を形成する方法はないのだろうか。
サンデルが「形成」という言葉を使うときに、デューイのプラグマティズムが意識され
ていることを読み取ることができる。デューイは、古典的リベラル派あるいは現代的リベ
ラル派のように基本的権利や社会契約の存在を政治的理論の土台するのではなく、「自由と
は共同生活に参加することころにあり」「自由の課題は、個人の権利とコミュニティの要求
のバランスをいかにとるかではなく、…いかにして『個人の外面だけでなく内面の生活を
育て禅く精神的権威のある社会秩序全体』を確立するか」ということにあるとする。デュー
イにとって民主主義が何より大切なのは「生活の領域やあり方のすべてにかかわる社会機
構の形」を提供し、それにより個人の最大の能力が「養われ、導かれる」からである。「復
興するリベラリズムの目的」は教育であり、「精神や人格、知性や道徳のパターンを形成す
る」作業を通じて、市民は共同の公共生活における相互責任を負うようになる。（サンデル：
280) 
デューイによれば、個人の選択の自由を政治理論の士台に置くのではなく、民主主義と
教育を通じて、社会に参加する中で人々が相互に人格を形成し、公共生活を担いあう社会
を展望するのであり、その意味で形成的な「自由」がめざされている。このような社会に
おいて、「自由」は人々の社会生活の経験をつうじて、互いに公共的な責任を担いあいつつ、
常に吟味される価値である。
前項に検討した「社会教育の終焉」論では、国家と市民の関係において「オシェ・ソダ
テル」思想を排し、個人の自由な選択による文化活動を求めていた。同様の構造はアメリ
カのリベラル派の公共哲学においても見いだされ、国家の介入や強制を否定する考え方は、
アメリカにおいても日本においても広く支持されている。しかし、デューイの思想におけ
る自由は、天賦の権利や所与の前提ではなく、人々が社会生活に参加する経験をつうじて、
責任を担いあいながら吟味していく営為であり、そのことの価値である。デューイは民主
主義というシステムを人々の経験とその吟味により社会や個人を形成していくプロセスと
とらえており、教育的に、形成的にとらえている。
2 『省察的実践者の教育』を読む
次に、デューイの「省察」という概念を継承しているショーンの論考を読み解くことを
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試みる。ショーンは、大学における専門職養成とそのカリキュラムについて、現代社会に
おけるその役割と具体的な教育活動の在り方を検討した。
(1)専門職養成をめざす大学（院）の課題
① 実践能力と専門知の関係の転換
ショーンは、マサチューセッツ工科大学の専門職大学院でカリキュラム改革の責任者と
して取り組んだ経験を踏まえて、『省察的実践とは何か」のなかで、専門職（プロフェッショ
ナル）の役割について、現代社会の諸問題に対して、科学の理論や技術を厳密に適用する
ことで道具的な解決を図る「技術的合理性」のモデルを否定し、プロフェッショナルの「行
為の中の知の生成」のプロセスを明らかにしようとしている（ショーン： 2007、21、50)。
続く『省察的実践者の教育」では、さらに、専門職教育の教育課程の構造とその変革に迫っ
ていく。「専門職課程の標準的なカリキュラムは次のような順序で構成されることになる。
第一段階には関連する基礎科学が置かれ、次に関連の応用化学、そして最後に実習が置か
れ、その中で学生は日常的な実践の問題に、研究によって基礎づけられた知識を適用する
ことを学ぶものと想定されている。そして…「下級の』技術的な部門からは未解決の問題が、
そして『上級の』学術研究部門からは有効な知識が提供される」（ショーン： 2017 : 10)。
このような学問の上下関係、実践への知識の「適用」という意識がきびしく問い直されて
くる。
また、〈行為の中の省察〉という視点の甚盤には「構成主義的な認識論」があるのに対し、
技術的合理性の立場では「客観主義的な認識論」に依拠している。「実践者は特有の専門的
な世界の見方を持っており、またそうした見方に適うように世界を構成し維持する方法を
持っている。」（同前： 53) このようにショーンは、研究によって得られた知識や技術を適
用する問題解決のモデルから、泄界を構成主義的にとらえ、実践に参加し、行為の中で省
察を深めていく専門職養成のカリキュラムヘの転換の必要性を示している。すなわち「実
践能力と専門知の関係」を根本的に転換させる必要があり、「調査研究に基礎づけられた知
を、どのようにして実践の場で有効に適用するかを問うことからスタートするのではなく、
実践者の芸術的なわざを精査することから何を学ぶことができるのかを間う」（同前： 16) 
ことが求められる。専門職教育における〈技術的合理‘性のモデル〉から〈行為の中の省察〉
へと、カリキュラムの考え方を根本的に転換することが求められている。
しかし、専門職教育の転換は一様ではなく、「医学・、マネジメント・エンジニアリングの
各分野においては、•••潜在的に実践場面で有効であるとみなされる一連の調査研究の結果
をカリキュラムに『遅れずに］［組み込んで』いくことであるとみなされている。他方、法
や農業の分野においては、伝統的な専門職教育が公式的には全く提供してこなかった実践
の側面に焦点を当てる取り組みが進んでいる」（同前：14)。アメリカの専門職教育において、
いくつかの分野で実践を組み込もうとする動きがあるが、ショーンはとりわけ芸術分野の
教育（デザイン・スタジオ、音楽学校など）について、デューイの「行為を通して学ぶと
いうことが最も重要な、そして最初に置かれるべき主題である」という言葉を引きながら、
「行為をとおして学ぶ経験と優れたコーチングにおける芸術的なわざ」について、注Hして
しヽく。
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② 社会教育主事講習等規定の改正一実践的力量形成を求める社会教育主事養成
ここで日本の政策に戻り、社会教育職員養成問題について引き続き検討する。先の「審
議の整理」をうけて、国立教育政策研究所社会教育実践研究センターは報告書 8を作成した。
その後、生涯学習分科会は「社会教育主事養成等の改善・充実に関する検討会」を設置し
報告書 9を提出、これにもとづき 2018年2月に、「社会教育主事講習等規定」の一部改正の
ための文部科学省省令が出された。主な改正の内容は下の表の通りである。
表
科目 単位 内容
生涯学習支援論
2 学習者の多様な特性に応じた学習支援に関する知識及び技能
新設 の習得を図る
社会教育経営論
2 多様な主体と連携・ 協働を図りながら、学習成果を地域課題
新設 解決等につなげていくための知識及び技能の習得を図る
社会教育実習
1 社会教育主事の職務を遂行するために求められる実践的な能
必修化 力を身につける
省令改正後の課程履修者は、講習等における学習成果が広く
社会教育士 称号 社会における教育活動に生かされるよう「社会教育士」を称
することができる
特徴としては、新設2科目が学習支援や多様な主体との連携・協働を目的としており、「実
習」が必修化されたことから、実践的な力量形成を目指していると考えられる点があげら
れる。また称号「社会教育士」が新設されたことも注目される。
実践的な力量形成がめざされている改正ではあるが、ショーンの 〈行為の中の省察〉という
専門職養成の認識論に立って考えると、科目ごとの「知識及び技能の習得」という枠組みはあ
いかわらず「技術的合理性のモデル」のままである。デューイやショーンが求めているのは、
学習者自身が実践的な経験をし、そのふり返りが可能になる学習でありそのデザインであるか
ら、 〈行為の中の省察〉を可能にするためにはカリキュラムの構造化が求められるだろう。
たとえば大学生である課程履修者の場合、社会教育における実践経験や学習の経験がほ
とんどないので、課程の中で「実習」と してそのような経験を組み込み、その経験を省察
するというカリキュラムが求められるだろう。そうした見方からすると、「実習」が必修化
される 1単位は時間的に充分かという検討が必要である 10。また現職者を主な対象とする社
会教育主事講習においては、すでに実践経験があるものとして「実習」がカリキュラムに入っ
ていないが、そうであれば、これまでの自らの職務上の実践経験について講習全体をつう
じて省察する ことを可能にするような、やはりカリキュラム全体の構造化が求められるだ
ろう。
8 国立教育政策研究所社会教育実践研究センター 「社会教育主事等の在り方に関する調査研究報告魯」 2016年8月
9 社会教育主事養成等の改善・充実に関する検討会「社会教育主事登成の見直しに関する基本的な考え方について」
2017年8月
10 明治大学の場合、現行の社会教育実習は4単位で 12日間 (1日8時間）なので、単純計符で 1単位分は3日間。
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今回のカリキュラム改正はそれぞれの科Hの内容として「効果的な学習支援方法」や「社
会教育を推進する地域ネットワークの形成」などの項目が入れられているが、このような
科目ごとの課題の提示は、道具的な問題解決の枠組みに陥りやすい。ここから転換して、
ショーンがいうところの「実践者の芸術的なわざを精査することから何を学ぶことができ
るのかを問う」ことをめざすカリキュラムの構築がめざされる。すなわち、大学の養成課
程の主軸となる科目として「実習」を配置し、学生がそこでの経験を他の科目で学ぶ理論
を通して省察し、学年進行とともに実践と省察を往還していくことが可能になるような力
リキュラムの構造が考えられる。
(2)実習と実践、その並行関係
上述の、実践と省察を往遥するカリキュラム改革のために、確認しておきたいショーン
の鍵概念として、『省察的実践者の教育」のなかの「省察的実習」と「鏡のホール」がある。
「省察的実践」は、初学者が実践を学ぶためになぜ実習が必要か、実習に置いて学ばれるこ
ととは何か、という問題とかかわるe 「鏡のホール」は、プロフェッショナルとしての経験
を積み始めた人たち（研修医など）のカンファレンスにおけるコミュニケーションに焦点
を当て、実践的な経験と、その省察の場における学習が「並行する」こと、すなわち実践
者の実践と、それをとらえようとする省察の場の関係が、同じ構造を持つことを意識して
いくプロセスである。
① 「省察的実習J
ショーンは、実践を学ぶいくつかの道すじを示す。第一に人の力を借りず自分で学び取
るという道すじは、コミュニティの中ですでに分かり切っていることをーから学んだり、
他の実践者の蓄積から学べなくなったりしてしまうかもしれない。第二に徒弟制では、実
践の場が初学者の学習のために作られているわけではないので、間違いを許さなかったり
スキルを期待したりしがちである。
これに対し、「実習は実践を学ぶという課題のためにデザインされた状況設定であり、実
践の世界に近い状況の中で、学生は行為を通して学ぶ。」（同前： 55) 
大学における「社会教育実習」を想起すれば、実習先の職貝は学生が参加できる実践（例
えば講座やイベントなど）と、参加するべきでない実践（例えば相談など）をあらかじめ
峻別して、学生が経験や問題意識がないままに高度な個人情報に触れたりすることがない
ように配慮する。また日常的に市民との関係を深めている職貝は、学習経験の豊かな市民
が来た時に実習生を引き合わせ、その人が学生と話ができるように時間をとる。このよう
に実習を受け入れる職員は、これまでの自分の経験や知識、また時には偶然性も活用して
実習をデザインしている。
「もし専門職の知識を、道具的に確定した問題に、特に取り立てて問う必要もなく、機械
的に適用できる事実やルール、手続きであるとみなすならば、実習はそのすべてにおいて、
技術的なトレーニングとみなされることになるだろう。（中略）専門職の知の働きを、その
専門職に「ふさわしい考え方」ができるという観点からとらえるならば、…有能な塞践者が
展開する探究の様式もまた、学ばなくてはならないということになる。」（同前：57 下線平川）
-10―-
ショーンは、このように実践者の探求の様式を学ぶ実習を「省察的実習」と呼ぶ。「社会
教育実習」にひきつけて言えば「学宵支援者らしく考える」ための実習ということである。
実習後に学生が報告する際に、つぎのような職員との対話から、学習支援者としての職
貝の思考や行動を学んでいることがわかる。「講座が終わった後に机を片付けながら、地域
の人たちが講座を作ってきた歴史を聞きました」「子どもの問題行動について、その子の問
題としてだけではなく家族や地域の問題があるというお話を聞きました」c 学生が人々の学
習・活動へ参加する経験は、実習で現実に経験する事実にとどまらない。その1T後にある
歴史や人間関係、それをふまえて学宵を支援しようとする職員の問題意識を、自らの問題
意識と照らし合わせるときに、「学宵支援者らしく考える」筋道に近付いていく。ショー
ンは〈省察的実習〉のための最初のプロセスを「語りかけることと聴くこと」（同前： 141-
147) と名付けているが、学生にとって自らが参加している実践の意味を自問しつつ「聴く
こと」は優れて主体的な行為である。
このように、「デザインする力、実践する力を教え伝えることはできないが、しかし学
習者がみずからの取り組みを通して自らを教育することを支えることはできる」（柳沢：
2017、 489)cショーンは第5章、第6章において、「模倣」「ついてきなさい！」「協働実験」
というモデルをあげて、模倣のプロセスを明らかにしているc
「社会教育実習」の経験で言えば、コミュニティにおいて長い年月をかけて住民の学習活
動を支援してきたある公民館長は、公民館報を区域内に全戸配布するときに実習生を連れ
て歩き、道を歩きながら市民と話し込む自分の姿を実習生に見せていた（「ついてきなさ
い！」 1)。もちろん、意図的に見せていたのではなく、偶然に次々と市民に呼びとめられた
のであるが、学生にとっては彼のそのような日常そのものが驚きであった。すなわち、道
で会うひとほとんどがその館長とすぐにも話したい何ごとかを持っていること、その背景
にある長い年月をかけた住民と職員のかかわりが感じられたのだ。公民館長と学生の「道
行き」は、クイストとペトラの会話の中で、クイストがやや強引にも思われる「わざ」を
みせて、ペトラの行き詰まりとそれを解決していくクイストの認識を作り出すプロセスを
示すやり方に通じるように思う c
「学生はコーチの実演や叙述を解読しようと試みるが、それは、コーチの実演や叙述を以
後の自分のデザインに適用することによって自分がそれらについて構成した意味を検証する
ことを通して行われるのである。…学生も、〈行為の中の省察〉を行っている」0 (同前： 140) 
② 「鏡のホール」
第9章において、人間の心理、梢神病理、発達をめぐる包括的な架橋理論でもある精神
分析の、患者と精神科医の会話、研修医とスーパーバイザーの会話の分析から、実践家と
しての精神科医の認識が形成される過程と、それを自洸していく過程としての「鋭のホール」
が描き出される。
ショーンは、伝統的なフロイデイアンの客観主義的な精神分析の解釈に対して、エリク
11 ショーンは、第5章において、第3章の建築デザイン・スタジオにおけるペトラとクイストの会品分析などを
用いながら、「模倣」「ついてきなさい！」］協働実験」という、「模倣」への主体的なコミットメントを示すモ
デルを説明している。
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ソンとスペンスの精神分析の構成主義的な解釈を対比させる。エリクソンが患者の夢につ
いて耳を傾けているとき、「関心を自由に漂わせる態度」であり、「観察者自身のフィール
ドの外部に歩み出て患者の側の状況に入り込みそこにとどまり続けると同時に、自分自身
の内部での思考を繰り返し問い返していく聴き方」（同前： 302)である。他方で、患者も
また「精神分析における治療的な対話の中で自分自身を理解しようとするならば、受動的
であることはできないのである」（同前： 307)唯一の真実として客観的な解釈がありそれ
を精神科医が発見し患者に宣告するという関係ではなく、患者と精神科医の対話のなかで、
患者が了解できる解釈を創り出していくようなかかわりのあり方である。
さらにショーンは、精神分析のケース・カンファレンスの事例を複数取り上げて、「精神
分析においては、（中略）学ばれるべき実践自体が同時に他者の経験世界に入っていくプロ
セスであるという事実によって」（同前： 312-313)他の分野の〈省察的実習〉とは異なる
特徴を持つことを指摘する。すなわち、治療場面における研修医の行き詰まりや患者の失
望が、ケース・カンファレンスのスーパーバイザーと研修医の関係においても起こってい
ることを示すために、「ザックスとシャピロはメンバーの注意を患者の状況からケース・カ
ンファレンスにおける状況へと引き戻」すことによって、「療法士と患者の双方にとってほ
んとうになすべき課題は、『何もかも知っている存在であると彼らが見なしている想像上の
エキスパートに自分たちがつき従おうとしているという仮説を検証し』」ようとしたのであ
る。患者が研修医への「転移」の感情を示しているように、研修医もまたスーパーバイザー
に正しい答えを求めていた。これは「研修医たちが治療場面における患者との経験を無意
識に再演している一種のサイコドラマにおける鏡映法(mirroring,reflecting, doubling)」（同
前： 337)であって、「精神分析のスーパービジョンは研修医とスーパーバイザーの双方の
思考と好意を映し出す鏡のホールとして働くがゆえに、その状況は、デザイン・スタジオ
において可能となる水準を超えたフレーム・リフレクションの潜在的な可能性を含んでい
る」（同前： 339)。
以上のように「鏡のホール」は、実践と、実践の省察の双方について、コミュニケーショ
ンの構造を自覚していくプロセスととらえられるが、自分とスーパーバイザーの対話を相
対化するということは初学者には難しく、研修生や一定の実践経験のある人たちにとって、
重要なキーワードとなるものではないだろうか。
「『鏡のホール」りの中で可能となる実習と実践との並行関係において、それをさまざまな
角度から考えることによってフレーム・リフレクションにおける私の取り組みは高度化し、
私自身のこれまでの実践と今後私がめざしていく実践とを内側と外側から捉えることを統
合することにつながっていく。」（同前： 346) 
先に述べた民主主義社会における専門職の役割のなかでも、心理学や教育学などの「実
践自体が同時に他者の経験世界に入っていくプロセス」であるような分野において、実習
と実践、すなわち第一層と第二相の並行する関係が、実践者自身のフレーム・リフレクショ
ンにつながる可能性があるという展望である。「鏡のホール」は、このように実践者にとっ
て実践をとらえなおす多様な像を映し出すものであると同時に、実践者自身とスーパーバ
イザーの関係、すなわち実践者の探究の在り方をも照らし出していく。
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3 社会教育士の学びあうコミュニティを大学が支える
最後に、今回の省令改正で新設された「社会教育士」について、検討する。
社会教育主事は、大学における社会教育主事課程か、社会教育主事講習を修了し、地方
公務員一般行政職として採用（任用）され、教育委員会に配属され、 1年以上の社会教育
主事補あるいは相当の職歴を経て、ようやく社会教育主事の発令を受けることができる専
門職である。 2011年度は全国で2518人、社会教育法で教育委員会必置が定められている
にもかかわらず配置率は 60.8%12にとどまっている。新卒で社会教育主事として専門職採
用をされるケースは限りなくゼロに近く、大学で社会教育主事有資格者の養成を行っても、
その多くは職業上の資格として活用できていない。また自治体内部において社会教育主事
の「有資格者のうち未発令者を活用する工夫や仕組みの有無」について、 86.4%の市町村
が「現在にも過去にも無い」 13と回答している。
「社会教育士」という称号は、こうした状況に対して社会教育主事資格の活用をめざして
設置された。「NPOや企業等の多様な主体と連携・協働して、社会教育施設における活動
のみならず、環境や福祉、まちづくり等の社会の多様な分野における学習活動の支援を通
じて、人づくりや地域づくりに携わる役割が期待され、地域の実情等を踏まえ、社会教育
主事と連携・協働して活動を行うことが望まれる」 14とされていることから、教育委員会以
外の首長部局で、また NPOや企業で、学習活動支援を行う人が「社会教育士」の称号を
活用することを想定している。
このように「社会教育士」が活用されるとすれば、学習支援の実践経験を蓄積しつつ、
社会的にその専門性を位置づけられた人たちが、自治体の首長部局の一般行政職や非常勤
職員、指定管理者の職員、福祉やまちづくりにかかわる民間団体の職員などに現れてくる
ことになる。この人たちは、市民に対して学習支援を行うことが期待されるが、それに加
えて「社会教育実習」の受け入れ先として、実習をデザインし、初学者に対するコーチの
役割を担い、大学とのかかわりの中で後継世代の養成を担っていくことも期待される。
教育・学習以外の専門分野や、民間での扉用、あるいは自治体での扉用、あるいは雇用
形態の違いがある職場などで、孤立して学習支援の実践に向き合っている人たちがいる。
こうした人たちにとって、その省察の場としての役割を大学が果たし、社会教育士の称号
取得に結びつく可能性が出てきた。社会教育主事資格をすでにもっている場合、新設二科
目を科目等履修制度などで履修すれば、「社会教育士」を名乗ることができる。
今後は、「社会教育士」や学習支援の仕事をする人たちが多様な実践の現場に活用される
ことになるとすれば、異なる実践を語り合い、省察することが可能になるような場を大学
がプラットフォームとして提供していくことがめざされる。異なる自治体、異なる分野、
異なる働き方の人たちが、そのような違いに架橋して、生涯にわたり相互に学びあう場を
デザインしていくことが、大学の役割となるのではないだろうか。
12 派遣社会教育主事を含む。
13 文部科学省 平成 22年度社会教育の実態に関する基本調査事業［社会教育主事の養成と活用・キャリアの実態
に関する調壺報告書；
14 「社会教育主事講習等規定の一部を改正する省令案の概要及び留意事項」「社会教育主事国周等規定の一部改正
に関する説明会」資料 2018年 1月28日
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おわりに
本論では、社会教育行政の首長部局への移管、社会教育主事養成の見直しの政策から、「社
会教育職員不要」論、形成的な民主主義をめぐる議論を経て、専門職養成をめざす大学の
役割をショーンの議論のなかで「省察的実習」と「鏡のホール」を手がかりに検討してきた。
また、多様な場で実践する「社会教育士」を含む学習支援者の学びあうコミュニティを創
出する役割を大学が担っていくことを展望した。
社会教育行政を首長部局へ移管していく議論は、表層的・短期的な「行政効率」の議論
にとどまっているといわざるを得ない。「自由な選択」を可能にするために、人々が相互に
交流する中で価値観を形成していく過程を不問に付すことはできない。私たちにとって、
人々がその社会に参加し、責任を担う立場を経験しつつ、異なる文化的背景に寛容な言論
により、民主主義社会を形成していく展望をもつことが必要になる。そのために、子ども
にとっての「基礎教育」から社会教育まで、生涯にわたる時間軸を持った、教育と形成の
営みが求められる。
その際に「職員不要」とする認識は、ショーンの専門職教育論、コミュニケーションの
分析から見れば、「無責任」といわざるを得ないであろう。高度に専門分化された科学技術、
グローバリゼーションの中で対立する意見の調整が求められる事態に対して、大学が社会
的役割を担うとすれば、専門職養成のプロセスを、学的な背景、大学組織の在り方、そし
て学生と教員の意識変革も含めてデザインすることが求められる。すなわち、「実践的能力
と専門知の関係」を転換させること、〈技術的合理性のモデル〉から〈行為の中の省察〉へ
と専門職教育の在り方を変えていくことが求められる。
本論で検討した中で、政策的にも理論的にも一つの焦点を結んでいるのが「実習」であっ
た。専門職養成において実践的なカリキュラムを導入していくことの意味、コーチと学生
のコミュニケーション、学生が実践家の探究の様式を学ぶプロセスなど、今回十分に検証
していないが、これまでの明治大学の社会教育実習・社会教育演習において、思い当たる
場面が浮かび上がる。
ショーンはアージリスとともに取り組んだ「行為理論ゼミナール」で時間について言及
しており、〈省察的実習〉のための時間のデザインが課題となると考える。すなわち、学生
にとって実習と省察を経験する中で、立ち止まったり、試行したり、再び歩き出したりす
る時間であり、実習先にとって実践を展開しつつ学生の実習を迎え入れることの意味を大
学と了解していくための（おそらく何年にもわたる）時間である。大学の都合だけでなく、
学生にとって、実習先にとっての時間軸をもった「実習」のデザインが求められる。
「実習」は、状況の中で展開していくので、ある面で「おまかせ」や事後的な対策になら
ざるを得ない。しかしそれは「デザインする」意識を放棄することではない。より長い時
間軸を創り出しつつ、状況と対話していくことが求められるのではないだろうか。
出典：
ショーン、ドナルド・A著 柳沢昌ー・三輪健二監訳『省察的実践とは何かープロフェッショ
ナルの行為と思考ー」鳳書房 2007年
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ショーン、ドナルド・A著 柳沢昌ー・村田晶子監訳『省察的実践者の教育ープロフェッショ
ナル・スクールの実践と理論ー」鳳書房 2017年
長澤成次「文部科学省組織改編による生涯学習政策局・社会教育課『廃止』問題について」
図書館問題研究会編『みんなの図書館』教育資料出版会発行 2018年6月
平川景子「家庭教育支援法案から改憲へ向かう論理ージェンダーと公教育の範囲の視点か
ら一」『月刊社会教育」 2018年6月号
マイケル・サンデル『公共哲学ー政治における道徳を考える一」筑摩書房 2011年
松下圭ー『社会教育の終焉」筑摩書房 1986年
柳沢昌ー「解説ー省察的実習のプロセスと専門職教育改革をめぐるショーンの探究を追う
ー」ショーン，ドナルド ・A著 柳沢昌ー・村田晶子監訳『省察的実践者の教育ープロ
フェッショナル・スクールの実践と理論ー」鳳書房 2017年
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